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２０２０年４月２１日  

日本マスコミ文化情報労組会議  

（新聞労連、民放労連、出版労連、全印総連、映演労連、 

映演共闘、広告労協、音楽ユニオン、電算労） 

 

報道関係者への「報道の危機」アンケート結果（概要）について 

 

 テレビ朝日が『報道ステーション』を長年支えてきたベテランの社外スタッフに対し、一斉に派遣契約終了

を通告する問題が起きました。放送・新聞・出版などのメディア関連労組でつくる「日本マスコミ文化情報労

組会議（通称ＭＩＣ）」では、真摯に番組制作に取り組んできた労働者の権利と尊厳を踏みにじる行為である

とともに、「雇用不安がジャーナリズムの萎縮を招く深刻な事態」ととらえ、２月下旬から報道関係者を対象

にした「報道の危機」に関するオンラインアンケートを実施し、現場の声を集めてきました。 

 特に新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、安倍晋三首相が「緊急事態宣言」を発令した４月７日以降、

回答数が増えたので、結果の概要をご報告します。 

 今回のアンケートでは、報道機関幹部の姿勢に対する現場の危機感が強く浮き彫りになりました。 

「感染防止」を理由に対面取材が難しくなったり、取材制限が始まったりしていますが、「大本営発表」一

色に染まった戦前の報道の過ちを繰り返してはなりません。「こんな状況だから政府を批判すべきでない」

という考え方こそ、間違いをスピーディーに正す機会を逸するおそれがあり危険です。批判すべきと考えた

ことは臆せず批判することが大切です。また、なにより、報道現場で働く仲間の命と健康や権利をしっかり

守る態勢を早急に整える必要があります。 

ＭＩＣでは今後もアンケートを継続し、現場の危機感を可視化しながら、あるべき報道の姿を目指していき

たいと思います。 

 

〒１１３－００３３ 東京都文京区本郷４－３７－１８ いろは本郷ビル２Ｆ 

日本マスコミ文化情報労組会議（ＭＩＣ） 

ＴＥＬ：０３－３８１６－２９８８／ＦＡＸ：０３－３８１６－２９９３ 
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【調査方法】 

・２０２０年２月２６日からグーグルフォームを活用したオンラインアンケート 

・対象は報道関係者。「放送局や新聞社・通信社、関連会社・制作会社・ネットメディアなど報道関係で勤め

ていた経験はない」という回答は有効回答から除外。 

 

【有効回答者の属性】 

 回答数 比率 

①放送局社員 ８９  ４１．６％ 

②放送局の関連会社・取引のある制作会社社員 ２６  １２．１％ 

③過去に放送局や関連会社・制作会社に勤めていた ９ ４．２％ 

④新聞社・通信社社員 ４７  ２２．０％ 

⑤新聞社・通信社の関連会社員 ７ ３．３％ 

⑥過去に新聞社・通信社に勤めていた ２１ ９．８％ 

⑦インターネットメディアの社員 ６ ２．８％ 

⑧雑誌、フリーランスなどで報道に携わっている ２ ０．９％ 

その他 ７ ３．３％ 

有効回答 ２１４  

 

◆あなたは現在の報道現場で「報道の自由」が守られていると思いますか。 

 全体 放送局系現職（①②） 新聞・通信社系現職（④⑤） 

守られている ３４（１５．９％） １７（１４．８％） １２（２２．２％） 

守られていない １２４（５７．９％） ６８（５９．１％） ２５（４６．３％） 

どちらとも言えない ５６（２６．２％） ３０（２６．１％） １７（３１．５％） 

有効回答 ２１４ １１５ ５４ 

 

◆現在の報道現場で「報道の自由」を阻害している要因として感じているものを教えて下さい。 

※複数選択可 全体 放送局系現職（①②） 新聞・通信社系現職（④⑤） 

①政権の姿勢 １４７（６８．７％） ７３（６３．５％） ３８（７０．４％） 

②報道機関幹部の姿勢 １７７（８２．７％） １０４（９０．４％） ３５（６４．８％） 

③報道機関中間管理職の姿勢 １２９（６０．３％） ６７（５８．３％） ３５（６４．８％） 

④不安定な雇用形態 ４５（２１．０％） ２５（２１．７％） ７（１３．０％） 

有効回答 ２１４ １１５ ５４ 
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●あなたが現在の報道現場で感じている「危機」について教えて下さい。 

《主な回答》 

新型コロナウイルス関連 

●布マスクはウィルスを防げないのに、「手作りマスク 500 枚を寄付」みたいな記事を紙面に載せる。（全

国紙の新聞社社員） 

●記者勉強会で政府側から「医療崩壊と書かないでほしい」という要請が行われている。医療現場から

様々な悲鳴が聞こえてきているので、報道が止まるところまではいっていないが、「感染防止」を理由に対

面取材も難しくなっており、当局の発信に報道が流されていく恐れがある。（新聞社・通信社社員） 

●コロナウイルスの報じ方について危うさを感じている。医療崩壊という言葉についても、政府や自治体

の長が、ギリギリ持ちこたえていると表現すると、それをそのまま検証もせずに垂れ流してしまっている。

実際の現場の声よりも、政治家の声を優先して伝えてしまっていることに危機感を持っている。お上のお

墨付きがないと、今がどういう状態なのか、判断できない。（全国紙の新聞社社員） 

●コロナとの関連で会見がかなり制限され、入ることさえできなくなったものもある。不都合な質問を受け

て、できるだけ答えを出したくないという意図も感じる。（ブロック紙の新聞社社員） 

●コロナについては、感染が確認された事業者自身が貼り紙やサイトで公表しているのに、行政が発表し

ていないと掲載しない。結局、噂が先行して、自分も関係しているかも、と疑心暗鬼になるばかり。報道現

場は公の発表だけを出すのでなく、独自判断をすべきだ。（新聞社・通信社社員） 

●テレワーク推進後、現場に入る記者が減り発表原稿が増えた。またコロナとバッシングの怖さから現場

を見ていなくてもやむを得ない雰囲気がある。（ブロック紙の新聞社社員） 

●医療や科学系でエビデンスを軽視した報道が見られること。（新聞社・通信社社員） 

●外出自粛が求められているなか、会社が明確な取材ルールを示していない。現場の判断に丸投げ。自

分が無症状上だった場合、無自覚に感染を拡大させるリスク、意識の低い取材相手から感染するリスク

について何も考えていない。（全国紙の新聞社社員） 

●感染防止対策で一定協力するのは必要だが権力側が他の重要事案をケムに巻いていないか。そちら

を追及しようとすれば世論からも「今なのか」と批判にも晒される。その批判が権力の暴走を許しかねない

のに、目先を追うことに精一杯になっている。（新聞社社員） 

●災害取材などで毎度そうであるが、今回のコロナでも死者が出たならば、その映像取材でなどで報道

側の自主規制が始まるだろう。現段階で、他国では報道されているコロナ治療の最前線の医療現場さえ、

日本では報道されていないことに危機感を覚える。（通信社社員） 

●自社幹部からは感染防止の知識が乏しいことに起因する、取材手法を自主規制するような指示もあ

る。今後の動向を注視する必要がある。（地方紙の新聞社社員） 

●海外のように現政権寄りにメディア操作・情報操作が頻発していると現場でも感じている。「TV しか情報

リソースを持たない層」は完全にマスコミに操られて、買い占め騒動を引き起こしたと確信している。さらに

医療崩壊については、現場関係者への取材でも明らかな通り、「完全なる人災＝安倍内閣の史上最大の

失態」と感じる。全てにおいて対応が遅すぎる。（インターネットメディアの社員） 

●コロナでマスク着用が義務付けられる取材・会見現場があります。しかし、社が社員に渡せるマスクを

ほとんど用意できていません。記者の安全は社が考えるのではなく、社員が個々人で何とかやっている状

態です。情けない。（通信社社員） 
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●感染拡大を防ぐため、ローテーションなどを組んで勤務にあたっているが、仕事が一部の記者に集中し

てしまい、疲弊している。（放送局社員） 

●「３密」が揃っている場所での取材。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●コロナ対策にしても働く側の安全や健康を守るための対策が十分に取られていない。（大阪の民間放

送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●現場取材や編集などを対面で行えないこと。（放送局社員） 

●次から次へ発熱するスタッフが離脱。残された者たちは疲弊する一方。「明日コロナになるかも」とフル

ストレスで気が狂いそう。情報番組は必要ないと思う。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作

会社社員） 

●プロダクション会社の総務が昨年マスクを廃棄していた。現場にマスクが行き渡らず、それを隠蔽する

ためマスク着用義務の命令が遅れた。アルコール消毒も「奨励」であって、しない人が多かった（緊急事態

宣言翌日まで）。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●感染者と濃厚接触した人たちが平然と働いていた。大学生のインターンも強行。それをしばらく経ってか

ら聞いた。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●スペイン旅行した局員が日本で感染した可能性もあるのに「濃厚接触がない」という判断。視聴者に対

して「対策しているフリ」が目立つようになった。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社

員） 

●志村けんさんが発症から逆算すると、３月５日収録の番組で感染の可能性もあるが、街で感染したか

のような報道。実際には分からないのでミスリードだ。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作

会社社員） 

●在宅勤務を奨励するもパソコンの持ち帰りやデータの持ち帰りを禁止したため、ほとんどが在宅勤務で

きず。緊急事態宣言が出るまで２階のロビーを閉鎖して外にはアピール。（東京の民間放送局の関連会

社・取引のある制作会社社員） 

●プロダクション会社の総務部長が「医者に余計な事を言うな」と社員にメール。局員だけ守るが制作会

社など末端はないがしろ。本来なら局は「こうして対策をしている」と説明すべきだが、何月何日収録という

テロップを出すだけ。しかもコロナ騒動で対策していて然るべき収録日。医療機関から局名をいうと診察を

断られることがある。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●咳で休んでいる人（事務系）に一度出勤しないと在宅勤務はさせないという姿勢。（東京の民間放送局

の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●社内で具体的な説明がない事象が起きている。「番組で濃厚接触」も「海外旅行で感染」も他社の報道

で知った。その番組スタッフと接触して高熱を出したスタッフがいたが、その後どうなったのか説明なし。不

信感がより増した。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

 

政治報道について 

●ニュースソースが官邸や政権であること。その結果、番組内容が官邸や政権寄りにしかならない。彼ら

を批判し正していく姿勢が全くない。というか、たとえあったとしても幹部が握られているので放送されな

い。（放送局社員） 

●現政権に対する忖度の蔓延。政権からクレームが来ることを恐れて批判精神がなくなり、過度にバラン
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スを取ろうという姿勢が余りに強くなっている。政権の広報記事しか書かない記者は優遇され、森友問題

に斬り込んだ記者は左遷された。事実をそのまま報道出来ないのが今の NHK ニュースであり、報道局内

の空気だ。（放送局社員） 

●現政権に都合のよいニュースや、ただ表面的な事実だけを伝える報道。政治家が答弁原稿を読むだ

け。予定調和の記者会見。本来すべき権力への批判も監視もなく、そのことに視聴者が気づき、メディア

への不信が固定化している。多くの市民が、既存メディア（特に大手）の存在意義はないと感じているので

はないか。（放送局社員） 

●国会論戦を放送しなかったり、あるいはやっても短い。官邸記者が政権に都合の悪いニュースを潰した

り、番組にクレームをつける。これは日常茶飯事。官邸記者が政権のインナーになっている。（東京の民

間放送局社員＝番組勤務） 

●最近だと国会答弁の首相の答弁など都合の悪い情報を恣意的にカットしてニュース放送している様子

が散見される。そもそも組織体制も報道現場の幹部職員はほぼ政治部出身で記者クラブや官邸との距離

が近いことは簡単に想像できる。そのほか経営委員会の任命権を首相が持つなどの人事権を握られてい

る中で不偏不党や公共を掲げることに無理があるシステムなのかもしれないと感じる。（放送局社員） 

●政権からの批判なのか局内からの批判なのか知らないが、批判を恐れて言うべき事を自主規制した原

稿を書いてくる人が多い（特に政治部の解説員）。そしてそれを周りの人が、仕方のないものとして容認し

ている。（放送局社員） 

●政権に都合の悪いニュース項目の順番がどこかからの電話でどんどん後ろに落ちていったという話を

耳にした。（放送局社員） 

●権力の監視が出来ていないこと。（放送局社員） 

●権力者をチェックしていない。（九州の放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●政権に忖度していないとまったく言えない番組に結果的になっている。（放送局社員） 

●政権の意見を流すだけのニュースになんの意義を感じているのかがわからない。（放送局社員） 

●政権の広報をしているだけで報道をしようとしない政治部の姿勢に疑問を覚えています。（放送局社員） 

●政権への忖度。政権に気をつかい過ぎていて本当にそれでいいのかと思う場面がよくある。（放送局社

員） 

●政権をはじめ、政治家、ひいては局内で権力を持つ者に対する忖度の連鎖で、報道機関としての役割

や信頼を自ら損なう振る舞いが常態化している。幹部達は現場が取材した映像や証言をお蔵入りにして

でも、政権を刺激しないことを優先。政権に不利な内容や対立する意見は必ず「バランスを取る」と称して

政権側の反論を加えて放送する。政権の言い分は吟味せず垂れ流すので偽りの不偏不党であり、視聴

者には見抜かれているのに改めようとしない。「◯◯大臣がこう言った」「◯◯局長はこう言ったらしい」「だ

からこのままではまずい」と内容を薄めたり、表現を弱めたり、両論併記に逃げる。霞ヶ関で起きているこ

とと瓜二つ。抵抗してもろくな説明も無しに覆される。今回の『報道ステーション』スタッフの雇い止めもおそ

らくそうだと思うが、幹部達は「政権への配慮から」とは表立ってはなかなか言わない（赤裸々に言ってい

るのが伝わるケースもあるので、本音は明らかだが）。人事と権力を嵩に暗黙のうちに忖度させる政権式

の恐怖支配が各所に連鎖・増殖している。余計なものばかりトリクルダウンしてくる。幹部達に飴と鞭で圧

力をかけてくる政権側の思惑通り、現場には政治に関わる報道や政権の課題・問題点の指摘・検証を尻

込みする空気が生まれている。報道機関にとっては自殺行為。幹部達は視野狭窄で組織を守っているつ
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もりで組織を損ない、結局自らの保身にしかなっていない。（放送局社員） 

●政権監視能力が全くなくなってしまった。（放送局社員） 

●政権的に対して批判的な報道をするのが非常に難しい。政治に関する報道は国民の疑問に応えられ

ていないが、それに対して疑問を呈する声を上げにくい空気がある。（放送局社員） 

●政権内の１強状態が、報道の場でも異論や批判を伝えにくい雰囲気を生んでいる現状もある。与党内

で多彩な意見が出てこないため、番記者も政権の言い分以外の発言を得ることができにくくなっている。

（放送局社員） 

●テレビ局のニュース番組 政権批判ができない。街頭インタで政権支持、不支持両方のコメントを使おう

とするけど、批判コメントはかなり柔らかい口調のものにしなくてはいけない。ジャーナリズムが現場にな

い。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●政権批判が基本できない。上から下まで、忖度と自主規制。事なかれ主義。サララーマンばかりで、ジ

ャーナリストはいない。（放送局社員） 

●政権批判の報道は上層部が常にチェックしている 政権や自治体批判をしていたスタッフが部署異動

になる 政権批判の内容に対しては細かい裏取りが必要だと言われ結局見送りになる 事前予定項目に

政権批判のニュースが入っていたのにいつのまにか変更になっている こういう事例が森友以降目立って

いる。（関西の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●関西ではすっかり維新行政（の）批判ができない土壌になっている。（放送局の関連会社・取引のある

制作会社社員） 

●政権批判を強制されることが多い。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●政治ニュースで政権からクレームが来ないかだけを考え、少しもでも何か来そうだと誰か幹部が指摘す

ると、本来問題点を指摘することをやらなくてはいけないのに、放送をやめる。或いは表現をオブラートに

包んで、何が問題かが分からなくする。それが繰り返されることで、段々面倒なものはやらないとなり、或

いは幹部に言っても放送しないだろうと考え、やらないのが当たり前になり、思考停止状態。おかしなこと

がおかしいと言えないどころか、気づかなくなり、あげくのはてには、問題にすることがおかしいと、ただの

政権の方針を垂れ流す広報機関になり下がる、そんな事態が目の前で起きている。（東京の民間放送局

社員＝報道局） 

●選挙報道にも問題がある。「わが意を得たり」な記述のある川端和治「放送と自由」を抜粋する。 

《すべての放送局に共通した、しかも民主主義にとって最も重要な、選挙をめぐる報道についての事案

である。2019年 7月の参議院選挙で、極めて特異な現象が生じた。2019年 4月に結成されたばかりの新

政党が、比例区で 228 万票、4.6％の得票を得て、2 議席を確保したのである。しかもこの新政党は、その

結成から投票日まで、政見放送以外は、どのテレビ放送局にもほぼ無視されていた。これは、各放送局

の編集方針が、公職選挙法の定める政党要件を満たさない政党は扱わないというものだったからであ

る。2019 年の参議院選挙は、投票率が 24 年ぶりに 5 割を切り、低調な選挙だったと評されている。しか

し、その一因は、政党要件の有無という形式的な要件にとらわれて、現に起こりつつある重要な現象を伝

えなかった放送にもあるのではないか。政党要件は、放送の可否を決めるための基準ではないのに、ど

の放送局も実質的な判断を放棄したように見えたこの選挙についての放送は、放送が国民の知る権利を

十分に満足させているのかどうかに疑問を抱かせるものであった。放送の自由が保障されているのは国

民の知る権利を満足させるためのものであることを考えれば、当たり前すぎる結論であるが、問題は、現
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在の放送が、そのようなものになっているかどうかに疑問を持たざるを得ない事例があることだろう》（放

送局社員） 

●選挙結果を１分でも正確に早く報道する」という意義も、一般視聴者には無意味。ほとんどの国民にとっ

ては、選挙後一晩寝て翌朝に結果がわかるのでも、何の不都合もない。選挙報道に従事した記者の過重

労働、過労死問題も指摘されている今、選挙報道のありようは、真っ先に見直しを図らなければならない

案件だろう。しかし仮に、もし見直せないのだとすれば、そこには何らかの利権がからんでいるんだろうと

思わせられる。（放送局社員） 

●大本営発表しかしていない。情けない。（放送局社員） 

●誰もが質問しない予定調和のぶら下がり。特に若手。（放送局社員） 

●反権力の力がなくなっている。（九州の民間放送局社員） 

●報道番組のディレクターですが、理事や報道局長からの介入が酷い。報道局長とその部下の女性記者

に官邸からホットラインがあり、政府、安倍総理の広報原稿を読むだけになっている。日曜討論に与党し

か出ない、総理会見の質問を打ち切り、女性記者が総理の代弁をする。全てホットラインのせいであり、

部長や編集長級は転勤をちらつかされて言いなりです。（放送局社員） 

●民主主義の崩壊。（放送局社員） 

●例えば数々の首相の発言や、国会で知らないうちに進められている法案などについて、番組内で取り

上げるのにとてつもないハードルを感じる。いくつもの条件をクリアしないといけないし、クリアしたとしても

一部分のみしか放送できない。（地方の放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●E 特「従軍慰安婦」問題で徹底抗戦しなかったツケです。クロ現潰しで報道局の翼賛化は加速し、政権

の広報を垂れ流す独裁国家の国営メディアと何ら変わりません。問題の根本は、予算が国会審議される

ことなどを理由に政治部記者を厚遇し、与党政治家や閣僚に取り入ることを是としてきた組織風土です。

（放送局社員＝ディレクター） 

●野党を支援するような報道が目立つ。（放送局社員） 

●野党批判ができない。政府政策の説明ができない。（放送局社員） 

●安倍首相が星野源の動画をアップした際、「賛否続々」と表現していた。他のメディアは批判、戸惑いな

ど否定的なトーンで伝えていた。ストレートに政府を批判する記事が書けなくなっている。政権に近い人か

らの批判を受けないよう、縮こまっている。また、両論併記に慣れすぎて、萎縮していることにも気づいて

いるのかすら不明。（全国紙の新聞社社員） 

●安倍政権への過剰な忖度。（新聞社・通信社の関連会社員） 

●安倍首相や官房長官会見で質問が限定されており、会見が有名無実化している。政権批判ができにく

くなっている。政府の発表をそのまま垂れ流すだけの政府広報に成り下がっている。（新聞社・通信社社

員） 

●自民党に支えられているテレビ局の傘下になっている新聞社 自民党が不利になる事柄については極

力別の言葉に置き換えるように言われています。（新聞社・通信社の関連会社員） 

●首相や官房長官の会見を巡る官邸側の制約と、それを簡単に受け入れる記者クラブの姿勢。両者の

共犯関係が可視化されたことによる市民のメディア不信。（沖縄の新聞社社員） 

●政権、官僚への自由な質問が封じられ、国民目線とかけはなれた報道がなされており、権力を持つも

のの怠慢への真摯な報道、批判がなされない。（新聞社・通信社の関連会社員） 
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●政権への忖度。（新聞社・通信社社員） 

●政治報道に関して言えば、横ならび意識が凄まじい。ここに「危機」を感じる。デスクは今や「ceek.news」

をチェックし、見出しを他紙と合わせ、抜かれ指示を現場に出すだけの存在になりつつある。このため現

場は、政権発のリーク記事をトタ追いするためには電話で裏取りさせてもらえる関係を首相周辺との間で

築かざるを得ないと考え、必死にゴマをする。もっとも、こうした状況は既に長く続いているだけに、当然の

こととして受け止める記者が増えている印象を受ける。このような横並び意識の背景には、そうしないと人

事で弾かれるという不安心理があるように思う。リスクを背負って書き続けた記者の多くは、ラインから外

れている。下の世代はそれを見て育ってきている。こうした集団意識は同調圧力となり、今後も受け継が

れるだろう。なお官邸から直接的な圧力を受けているとは感じない。確かに、気に入らない記事を書かれ

たとして記者を少人数懇談(メシ会)などから外す官邸幹部がいるのは、周知の事実だ。ただ、それをもっ

て「圧力だ」と騒げば、国民に「何様のつもりだ」とどやされるのがオチだろう。それにもかかわらず、現場

は、権力者によるその程度の「サービスカット」にも恐れ、おののいている。取材相手の官邸関係者に嫌

われ、それが社の上層部に知られたら、自分は政治部のメインストリームに残れなくなると懸念するから

だ。こんな空気の下、政治なんて変わるはずがない、安倍も野党もどっちもどっちだというニヒリズムと、そ

れをも超越した政治への無関心がはびこりつつある。確かに、横並びの記事をそつなく出せるかどうかが

人事考課上の見えざる重要ポイントになっているだけに、そうなるのもむべなるかなである。あれこれ考え

ても無駄だということだ。 政治記者が劣化したとは思わない。昔からこのレベルだった。ただ幸いかつて

の政権は、懇談外しや上司への苦情電話を今の政権ほどしなかった。だから、今より書けたのだと思う。

簡単に言えば、甘やかしてもらっていた。これに対し、安倍政権は甘やかしてくれない。こちらの足元をみ

てサービスを削減してくる。それにわれわれは焦り、転んだ。インナーサークルから外されたら、最も大事

な横並び報道ができなくなるためだ。これが「危機」と言われるものの本質ではないだろうか。そしてそれ

は「凡庸な悪」と表現されるものでもあると思う。（新聞社・通信社社員） 

●社からは時事問題でのＳＮＳ利用は社の情報管理規定に抵触するとされています。つまり処分の対象

になると指摘され（脅され）ています。地方記者ですが、政権に批判的な記事は扱いが小さくされ、見出し

にも取られない。かつては裁量が広く認められていた地域版も紙面の質を高めることを理由に内容にまで

細かくチェックされるようになった。本版にはもちろん政権批判的なことは出稿しても採用されない。（全国

紙の新聞社社員） 

●特に地方紙においては地元の政治・行政・関係者との距離が近く（地縁・血縁含め）、その意味で独自

の政権批判がしにくい側面もある。若手記者は、現在の消極的な取材姿勢（記者クラブ主催の会見など）

を基準として記者人生をスタートさせているため、今後の取材の水準が長期的に低下する懸念もある。

（東北の新聞社社員） 

●暗に政権を批判することが悪だという風潮があるように感じます。コミュニティ放送は放送権を剥奪され

ることをすごく恐れています。（近畿のＦＭ局勤務） 

 

政権・公権力の姿勢について 

●こちらの取材で明らかになった事象について報道した際、政府側から一方的に「誤報だ」と決めつけら

れ、執拗に謝罪と訂正を求める電話がかかってきた。各社も同様のニュアンスで報じているにも関わらず

だ。（放送局社員） 
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●政府側が質問者に質問内容を指示するなどの事態が起きている。（放送局社員） 

●放送法４条は本来倫理規定。強制できるものではない。しかし、今の政権は、番組の編集準則違反を、

電波法 76条が定める停波処分などの処分の対象になるとしている。こうした重い権限を総務大臣一人が

握っているのもおかしい。（放送局社員） 

●クロ現での郵政問題。（放送局社員） 

●公的機関の情報公開。（放送局社員） 

●取材者側の放送を通じた公共の福祉への低い意識。（放送局社員） 

●政権による報道機関への介入。（放送局社員） 

●政権の報道への介入。放送側の忖度。（放送局社員） 

●政府の介入。（放送局社員） 

●総務大臣と総務省の介入。（放送局社員） 

●野党幹部議員からの事実と違う内容を報道させようとする圧力。（放送局の関連会社・取引のある制作

会社社員） 

●首長の会見などで、「これは書かないでほしいんですが……」という前置きが、よくある。（全国紙の新

聞社社員） 

●記者が書いた IR カジノ批判や横浜市の不祥事の記事を巡り、権力側が記者や社に直接圧力をかけて

くるようになった。副市長や自民党市議らの新聞社への圧力は社が記者を守ってくれているが、市幹部の

記者個人へのクレームはすざましい。例えば不祥事を書いた日は記者の携帯電話にいきなり市幹部から

電話があり、記事の内容が不服で「記事の中立性について」を延々と訴え、続報を書かないようにと圧力

を加えてきた。恐怖を感じたが続報はしっかりと書いた。市側から、記事に対して何らかの報復があるの

かと記者が気にしてしまう今の状況が「危機」だと思う。（関東の新聞社社員） 

●各記者会見での質問の限定及び偏った指名、個人情報保護法の誤った解釈による自治体などの取材

回答拒否。（新聞社・通信社社員） 

●記者会見などの場で「コメントを差し控える」といった質問に答えなくてもまかり通るようになっている。

（全国紙の新聞社社員） 

●私が受け持つ現場では「報道の自由」を阻害していると積極的に答えるほどの事案はない。ただ、情報

公開の経緯について行政側から納得のいく説明がある機会は少なくなっているように思える。（地方紙の

新聞社社員） 

●実際には明かしたところで問題のない情報についてもプライバシーを理由に開示されない。また、住民

側の会見内容を行政側が知りたがり、出席した記者に資料の提供を求める。（ブロック紙の新聞社社員） 

●某省にとって不都合な事実、現場の声を報道したら、某省幹部と懇意にしている弊社役員（上司）にクレ

ームがいった。さらに某省幹部は、弊社の広告主（某省幹部の天下り先）に対して、弊社にクレームを言っ

て広告を取り下げることを示唆するようにも伝え、広告主から強い批判があった。某県知事の批判を報道

したら、抗議書が届けられ、さらに弊社が請け負う公的な関連業（別事業）に対して今年度は予算を大きく

減らすと脅してきた。弊社のクライアントも巻き込んで批判してきた。（新聞社・通信社社員） 

●某省の事務次官が、弊社のクライアントも多数集まるシンポジウムで講演し、某省に対して批判的な弊

社報道（すべて事実）を画面で映し出して「これは間違った報道だ」「偏向報道」などと紹介した。こうした事

態のたびに、弊社の報道局トップは「某省役員からクレームがあった」などと暗に報道の自粛を求め、役
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員全員にわざわざ文書で記者名まで記して報告するなど過剰な対応をしている。（新聞社・通信社社員） 

●某省幹部だけでなく、課長補佐クラスからも「マイナスな報道はしないで」などと強く言われ、課長によっ

ては激怒するなども日常的にある。某省はメディア規制を通常運転で行う。（新聞社・通信社社員） 

●独裁政権。（雑誌、フリーランス、インターネットメディア） 

 

報道機関幹部の意識について 

●報道の自由が明らかに制限されるような事態（例えば、記者が逮捕されたり、危害を加えられたりとい

うこと）は今の職場には起きていない。最大の危機は、政権や世の中の風潮への忖度であり、上の指摘

に過剰に反応する現場幹部の対応にあると思う。自らが自らの報道を貶めているように見える。我々の

職場では常時同時配信などを実現するために放送法の改正が必要であり、経営の存続を委ねられた幹

部たちがその改正に心血を注いだことは理解できるが、そのために政権にあまりにも距離が近くなりす

ぎてしまったのではないか。（放送局社員） 

●放送局幹部の姿勢。表向きは放送の自主自律をうたっても、電波法７６条があるため政権に忖度せざ

るを得ないと勝手に思いこんでいるようだ。（放送局幹部自体が、放送法の本来の立法の意味などにつ

いて、理解してないものと思われる。）スクープ記事の多寡や選挙取材、視聴率を尺度に出世を決める

制度にも問題がある。出世街道にいる人々は、スクープや選挙で功績をあげ選ばれてきた側なので、自

身の成功体験をベースにしてしまうと現在起きているパラダイムシフトには対応できない。なぜ問題だと

いえるのか？スクープをとるためには多くの場合、情報が最も集中する政権側と伴走するのが好都合。

結果として、与党政治家などからもらったスクープネタを餌に名を挙げる、御用記者が後を絶たなくなる。

（放送局社員） 

●NHK経営委員会による制作現場への介入疑惑。（放送局社員） 

●ある分野で素晴らしい記事を書いてきた記者が、全く異なる部署に配置替えをされたとの話を聞いて

います。会社の事情があるにせよ、本人の意に沿わない人事は、本人のためにならないだけでなく、“報

道の力”そのものを削ることになり、たいへん憂慮しています。（東京の民間放送局社員） 

●おかしいと思っていても、組織内の力関係、属人的な問題でまったく事が前に進まない。どう考えても

マスコミ、放送関係が魅力的な仕事、職場に見えず、新しい血（採用）が入ってこないことも最大の危機

だと思う。（放送局社員） 

●ジャーナリズムの原則に対する理解の欠如。視聴率優先主義。（北陸の民間放送局社員＝ニュース

報道番組） 

●なんとなく遠慮した報道がされているように思えます。基本的に放送局員はサラリーマンでありそのた

め完全なるジャーナリストになれないような。ジャーナリストたる主張をする人間を組織も煙たがる印象

があります。上層部の腹がくくれていないのでは。（放送局社員） 

●過労死認定された記者は、政権や地方の権力者のご機嫌を伺うだけの、視聴者不在の選挙取材によ

って殺されたといっても過言ではない。全国の若い記者たちが、報道局長を頂点とした政治部の下請け

として動員され、心身を病んでいる。他社よりも１秒でも早い当確が、何の意味を持つのか。それよりも、

候補者がこれまでに何をやってきて、何を訴えているかを、選挙前に徹底的に曝すことこそが本来の仕

事ではないのか。若い記者の退職が相次ぎ、記者系の幹部は焦っているというが、旧軍の愚行から何も

学んでいないようだ。（放送局社員） 
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●経営側からの見えない圧力。直接感じたことはないが、介入ゼロとは思えない。（放送局社員） 

●現場に関わらない上の人間が、提案や編集に口を出し、完全な議論が現場に失われている。（放送局

社員） 

●現場に出ていない人の判断が放送に反映されること。（放送局社員） 

●現場の映像を社内で把握し続けようとするため、現場での判断が尊重されなくなってきている。一部の

人間の意見のみで動くようになっていっている。（地方局の放送局社員） 

●国民の知るべき情報が届けられていない、知る機会が奪われているという深刻さに、気づいていない

幹部が大半で、非常に危機的状況にあると感じる。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●使命感の欠如。ニュース項目を選ぶ基準が視聴率だと感じる。（東京の民間放送局の関連会社・取引

のある制作会社社員） 

●自主規制。正直、政権与党から直接的な圧を感じた事はないが、内側にいる我々が勝手な忖度し、中

立公平という謎の概念に、ジャーナリズムを放棄するような判断が多々見られた。ジャーナリズムよりも

企業倫理が勝ってしまう現状に危機感を感じ続けている。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある

制作会社社員＝ニュース報道番組） 

●上層部の代わり映えばえのしない人事体制。（放送局社員）  

●組織防衛の名の下、世の中に意義ある放送を出すことよりも、政権ににらまれないなど、リスク回避が

最優先になっている経営幹部の姿勢に危機感がある。（放送局社員） 

●大手広告主、電通、吉本興業、ジャニーズ事務所などの大手芸能事務所からのあからさまな圧力に

放送局幹部が簡単に屈してしまう。（大阪の放送局社員） 

●働き方改革を進めなければならない中、管理職でまったく意識改革なく、明け勤務でも夜まで働き、休

日なのに幽霊出勤で働いている。世間が働き方改革を推奨しているのにＮＨＫは昔のままの状況であ

る。政権とつながりや忖度報道についてはあると思って業務をしている。ＮＨＫ改革こそ必要。（放送局社

員＝報道局） 

●報道局で権限を持つ人たちが、報道に課せられた使命を理解していない。また個々人で思考し判断し

責任を取るという姿勢ではない。圧倒的な権力を持つ人とそれにならう人で構成された組織。だから簡

単に忖度は起きる。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員＝ニュース報道番組） 

●放送局上層部が積極的に政権の意向におもねっていること。（放送局社員） 

●忖度がまかり通っている。総務省が、理事がこう言っている、という主語で悪びれもなく指示が下りてく

る。幹部も上司も思考停止で、監督官庁の意向を忖度するのに必死で、唯々諾々と上からの指示に従っ

ているという感じ。疑問を呈するという姿勢がそもそもない。（放送局社員） 

●「報道の自由」に関する質問への答えですが、正確には「あることはあるが、マスコミ側が安倍政権に

忖度して行使しようとしない」というのが私の答えです。ただ国民目線に照らせば「守られていない」という

ことになるかと思います。（新聞社・通信社社員） 

●トップへの忖度に伴う迷走が目立ってきている。安倍政権下の官邸を笑えない。（地方紙の新聞社社

員)  

●パワハラする上司がまだまだいて、若い世代に魅力ある職場として映らない。（新聞社・通信社社員） 

●「紙か、デジタルか」という表面的な議論しかせず、働き方改革、人材育成など人への投資をないがし

ろにする自社の経営姿勢。いずれ世に出ることを「独自」とアピールして報道するセンスのなさ。記者クラ
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ブ偏重主義。（新聞社・通信社社員） 

●新聞社内の高齢化が進み、多くの上司が自らの保身をばかりを考えるようになった。（全国紙の新聞

社社員） 

●森友以来、上層部からニュースの内容について制限がかけられている。（新聞社・通信社社員） 

●パワハラ等ハラスメントへの意識が旧時代的である。記者としての取材研修体制がなく、質が担保で

きていない。（大阪の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●過去の例で言うとテレビのフルハイビジョン化。国民は望んでいないのに総務省、NHK、民放各社全て

が推し進めました。当時は報道番組のディレクター職でしたが異論を唱える企画は通りませんでした。国

民的アイドルグループの CD 販売商法についてもデスクから「触れるな」と言われました。結局圧力に屈

しているのが現状です。番組のトップにいるテレビ局員はサラリーマンです。リスクを背負う事は絶対に

やりません。特にコンプライアンスの導入以降、テレビは官僚体質を抜け出せないサラリーマン的思考に

強く支配されてしまい楽しさより息苦しさを感じる事の方が多くなりました。（放送局の関連会社・取引の

ある制作会社社員） 

 

中間管理職の萎縮、現場の意識について 

●「過剰な忖度」であると現場の制作者も中間管理職もわかっていながら、面倒に巻き込まれたくないと

の「事なかれ主義」が蔓延していること。自分たちがジャーナリズムを担っている自覚に薄く、とにかく無難

にやり過ごすことが行動原理となってしまっているように見える。組織内の評価が「減点主義」であること

は昔から変わらないかもしれないが、それをはねのけるジャーナリストとしてのプライドがかつてはもう少

しあったのではないか。いまは目の前にあるジャーナリズムの危機を、危機だと感じる感性・見識のある

制作者が少なくなっていることが根深い。（放送局社員） 

●「発表ジャーナリズム」になっている。間違いを怖れる余り、自分の言葉で記事を書けない。そして、上

から下まで、事なかれ主義になっている。（放送局社員） 

●働き方改革（という名の管理強化）が現場の若手の障害になっている。モチベーションも人によっては落

ちているし、働かない人はより働かなくなった。単に「トップが悪い」「政治が悪い」のではなく、これはサラリ

ーマン放送人が増えたせいだと思う。マインドの問題。ジャーナリズムを求めるのではなく、安定や収入、

会社名、社内の評価にしがみついている働き方のせい。（放送局社員） 

●タブーとされる情報にはなるべく近寄らない報道姿勢。全て他人事。楯突けば支局に飛ばされるので何

も言えない。社員は萎縮している。（地方の放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●意見を言いたくても幹部の意向で変わる事がある。（放送局社員） 

●現場職と管理職との間にある使命感の差異。管理側になったとたん保身に走る傾向が強い。これでは

現場感は民へは届かない。オブラートに包まれた毒にも薬にもならないただの事象伝達機関と化してい

る。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●公正公平な判断の阻害圧力を局内外から感じている。（放送局社員） 

●国民の知る権利に応えるという基本姿勢が薄らぎ、政治家をはじめとする目の前の取材先の意向ばか

りを気にするようになっていること。（放送局社員） 

●視聴率優先の論理が報道現場にまで押し寄せてきて多様な意見や異論が放送しにくい状況。（北海道

の放送局社員） 



13 

 

●集中して扱われる話題の一本化と、それに伴う他の話題の希薄化。（放送局社員） 

●上長が右であれば右のニュースが増え視野が狭くなり、上長が左であれば左のニュースが増え、また

視野が狭くなる。なにに対しても強いバイアスがかかり、正しい情報は出せないと感じることが多々ある。

（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●職員の SNSを制限しようとしている。（放送局社員） 

●政権に忖度した放送。韓国、政治、憲法など難しいテーマは、そもそもやらなくていい、という雰囲気。

（放送局社員） 

●政権への正当な批判感覚が甚だしく希薄化している。（放送局社員） 

●切り取りや偏向報道ばかりで中立性が担保できない。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社

員） 

●組織内の争いで足の引っ張りあいがあり、番組が放送できない話を聞いた。（放送局社員） 

●中間管理職に事なかれ主義が多い。（放送局社員） 

●徹底追及、批判ができない社内体制。（放送局社員） 

●「日本万歳」じゃなければ非難され、排除される。日本人としてのプライドを保つ手段として韓国や中国

へのヘイトを助長している。（放送局社員） 

●報道番組は視聴率欲しさに極度に煽っている。（放送局社員） 

●放送局内の管理職はもとより現場取材者にも「危機」の認識が薄いこと。知る権利や報道の自由など、

法的にも定められた使命をそもそも学習する機会のないまま現場で取材・制作に携わっているように思

う。（放送局社員） 

●問題設定力の欠如。緻密な批判力の欠如。歴史感含めて教養の欠如。意志の欠如。（東京の民間放

送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●裏取りの取材をしていない。（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●立場の安定優先し、批判を恐れるあまり、主張のない一辺倒な報道しかできないこと。（放送局社員） 

●忖度。（複数の放送局社員） 

●捏造、虚偽が横行している 真実を全く伝えようとしない。（放送局社員） 

●上司(中間管理職)が上ばかり見て記事を忖度している。（新聞社・通信社社員）   

●センセーショナルな見出しを重視する姿勢は報道の不信を招く。（新聞社・通信社の関連会社員） 

●そもそも問題意識のない記者が多い。社内も忖度。社長は世間の顔色を見る。（新聞社・通信社社員） 

●記者が本来、野蛮人であることを忘れ、コンプライアンスなどを重視させられていることに、一番の問題

があるかと思います。（関西の新聞社社員） 

●記者やディレクター職でないため、直接の「危機」に触れるわけではないが、組織と部署全体に上のも

のの判断に意見や異論をとなえると報復的業務を受けるのが当然という状況になっている。（新聞社・通

信社の関連会社員） 

●結論ありきの報道姿勢、それに疑問ももたない社員。（新聞社・通信社社員） 

●権力、国民からも、批判精神を理解されない同調圧力を感じる。（関東の新聞社社員） 

●視聴率主義。芸人タレントコメンテーターを使いたがる。食べ物ばかり。（新聞社・通信社の関連会社

員） 

●自己規制。異論を述べにくい雰囲気。異論を言うと仕事がしづらくなりそう。（専門紙の新聞社社員） 
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●取材しても書かないこと。（新聞社・通信社社員） 

●取材先に食い下がらない記者の姿勢。（関東の新聞社社員） 

●中間管理職のネットでのバズり至上主義。本当の良い記事、写真映像が見極められなくなっているこ

と。（全国紙の新聞社社員） 

●同調圧力、権力への忖度。（新聞社・通信社社員） 

●報道されない事件があります。（新聞社・通信社社員） 

●忖度から生まれるある種の遠慮。（新聞社・通信社社員） 

●忖度が日常になっていること。（新聞社・通信社社員） 

●はじめから批判の報道。（フリーランス） 

●マネタイズのために過剰な煽り、釣り見出しの乱用。都合の良い発言をしてくれる専門家の乱用。（全

国紙系列の雑誌、フリーランス、インターネットメディア） 

●オールドメディアの読者の方を見ない、時代錯誤な選民意識も問題を深めているように思います。ただ

元新聞社記者として、私は新聞やテレビがダメになったらおしまいだという期待も強く抱いているので、報

道関係者として（オンラインアンケート呼びかけ人の）果敢な問いかけをいつも応援しています。根っこに

ある問題は一人一人の報道関係者のもの言う力と矜持が欠けていることだと思います。会見が中継され

て、一般の人の批判が強くなるという外圧があってから動くというのはおかしい。組織も問題ですが、組織

を作る記者個人個人の姿勢が問われているのだと思います。そして、取材手法や伝え方、言葉の選び方

からして、旧来からの「お約束」に縛られ、読者を味方につけられないことも権力に強く抗えない理由にな

っているのではないでしょうか？（インターネットメディア社員） 

●社風に縛られて、中立な報道ができない。（雑誌、フリーランス、インターネットメディア） 

●波風たてるような姿勢はいらない、というような無言の同調圧力。（雑誌、フリーランス、インターネットメ

ディア） 

●報道する側が裏取りなく自分の気持ち中心の記事を書いていて、それが一般市民と随分かけ離れてい

る。この調子が続けば、現在のマスコミという構造体自体が社会的に不必要な存在になり、いずれ絶滅す

ると危機感を持っている。（インターネットメディア社員） 

 

不安定な雇用形態について 

●不安定な雇用形態。これも深刻すぎて、言うに及ばずだ。机を並べて同じ番組を作っている者同士、ギ

ャラや雇用形態に格差がありすぎ、金銭感覚も異なりすぎて飯も一緒に食えないのが、今の放送現場だ。

いわんおやこの力関係が編集室や取材方針の取り決めなどにも作用するとしたら…？どれほど理不尽な

ことが現場で起きているか、想像するのも困難だ。（放送局社員） 

●「報道ステーション」の大量派遣切りはリニューアルの為としているが、どんなリニューアルをするのかを

含めて合理的な説明がなされていない。違法でなければ良いという問題ではない。スタッフは疑心暗鬼状

態で、上に対し自由闊達な指摘や議論ができる状況ではない。テレ朝社員ではないスタッフは局側に睨ま

れたら契約を切られると思ってしまう可能性。そもそも労基法違反の働かせ方をしている。契約時間をオ

ーバーして働かせて、休憩時間は全くない。それでも皆やりがいだけを支えにやってきた。そういう多くの

外部スタッフの志に支えられて放送が出ていることを局側はもっと自覚してほしい。世の中の不正や不正

義を指摘する資格はない。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員＝ニュース報道番
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組） 

●社員は休んでいてもグループ企業は働かされている しかし質は落ちて毎日訂正。（東京の民間放送局

の関連会社・取引のある制作会社社員） 

●中間管理職（テレビ局社員）の意向に従わなければ、組織内での立場や職を失う可能性があると、社員

や社外スタッフが恐怖を感じている。それにより自由な意見交換が行われず、上の意向に従い、また忖度

するだけの、問題提起や批判精神のない放送になっている。メディアの役割である権力の監視とは程遠

い状況。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員＝ニュース報道番組） 

●報ステの派遣切りが象徴するように、報道機関としての役割を自覚する人達が切られていく。社員は切

られても、まだ別のポジションを与えられるが、プロダクションのスタッフは路頭に迷わされる。同じ境遇の

カメラマンや編集マンとよく話すが、次は自分ではと、今回のやり方に不安と憤りが蔓延している。（東京

の民間放送局社員＝報道番組担当） 

●今のテレビ制作現場は慢性的な AD 不足です。昔と違い派遣会社の AD がたくさん働いています。彼ら

の給料は局員の 3 分の 1 以下で、そんな彼らがテレビ業界に夢を持って働くことができるのでしょうか？

（放送局の関連会社・取引のある制作会社社員） 

 

人員体制について 

●業務が多様化する中で、「ミスは絶対するな！」とリスクを出さないことばかり上司は声高に叫ぶ。人員

削減をして、「ミスをするな」、それは無理な話ではないか。（放送局社員） 

●こういう時こそ、中から変革の声があがってもおかしくないが、日々の業務に忙殺され、そんな余裕がな

いという事態。このままでは衰退していく一方。（東京の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社

員＝情報・報道番組） 

●質をぎりぎりまで維持しながら、いつまで放送を出し続けられるのか。（放送局社員） 

●女性管理職がほぼいないこと。（放送局社員） 

●人減らし。（全国紙の新聞社社員） 

●地方にいると、人が減らされてデスクの負担が重くなり、その分、ジャーナリズムとは何か、何が必要な

のか、考える時間がなくなっているように感じます。日々の紙面を埋めること、マストの記事(いわゆる社モ

ノなど)を載せること、で精一杯。ひとつひとつの事象のどこが問題で、私たちは何を目指してなんのため

に記事を書くのか、議論する時間も余裕もなくなっています。本当はひとつひとつ、考えて、それを共有し

たうえで進めないといけないと思っています。それができず、自分の中で伝える理由や根拠(=必要性)が

確立されていない記者は、会見でもつよく質問できないし、すぐに諦めてしまう。問題意識をぼんやりさせ

たまま取材する記者の多さも、報道現場の危機の一つだと思っています。そういう上司が、そういう部下を

育てていく悪循環を感じています。（新聞社・通信社社員） 

 

メデイア環境の変化について 

●国民のテレビ報道に対する風当たりの強さ。（放送局社員） 

●報道メディアに対する批判的な声が年々増えていて、信頼性が著しく損なわれているように感じる。ネ

ット上に溢れるメディアに対する批判の中にも一部ではあるが的を射たものもあり、的を射ていないものも

含めて「ネット情報の方が正しいものが多い」と認識されている風潮がある。この現状をどうにかしない限
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り、報道メディアの将来は暗いと考えます。（東京の民間放送局社員） 

●アグリゲーションのネットメディアが増えて、独自取材できるメディアの減少や経営基盤の弱体化してい

ること。（放送局社員） 

●テレビ離れ。（放送局社員） 

●マスコミの社会に対する影響力が弱まり、権力を監視するという目指すべき機能のひとつが完全になく

なっている。優秀な若い人材の流出も激しい。（放送局社員） 

●政権のみならず、SNSを中心とした「声」にも大きく左右されていると感じる。（放送局社員） 

●若手記者たちはほとんど、転職サイトに登録している。気に入らない異動ですぐ辞める。どうしても記者

になりたい人が記者になっているのではない。（全国紙の新聞社社員） 

●一部の極端な思想の記者が、SNS で確度の低い情報を発信し続けることで、報道への信頼が著しく低

下している点。（新聞・通信社社員） 

●ステレオタイプに権力ばかりを監視して、国よりも強権な GAFAは知らないふりを貫く。ネットニュースで

「未取材」記事、誤字・誤植が酷くなっていること。（新聞・通信社社員） 

●新聞とテレビはパニックを煽ってばかりいる。記者クラブも閉鎖的で会見内容を全部公開しない。全文

載せない新聞と全部動画を配信しないテレビ局が独占しているから報道の自由がなくなっている。しか

し、記者は大卒後その会社の中でしか生きてないから、縦社会と社内教育という名のパワハラが温存さ

れ、本当の外の社会の実情を知らない。知らないだけでなく、外の人と対話して積極的に耳を傾けて聞く

こともできない高慢な人がどんなに報道を担っても社会のためにならないだろう。テクノロジーの面からし

ても電波テレビや紙新聞の時代は終わった。我々は素直に認めなければならない。停波、発行停止が望

ましい。次世代のためにも。新しいメディアは生まれている。報道の自由はそこから生まれてくる。（東京

の民間放送局の関連会社・取引のある制作会社社員＝報道番組制作者） 

●広告の減少。（新聞・通信社社員） 

●経済的な理由で職場そのものが消える可能性がある。（インターネットメディアの社員） 

 

メディアの連帯について 

●日本独自の記者クラブ制度が、権力との癒着や談合を生む要因であることは今や白日の下にさらさ

れ、日本のジャーナリズムの欺瞞性をさらしています。各社とも志があるのであれば、クラブ制度は全廃

すべきです。（放送局社員） 

●記者クラブ制を廃止にしたらいいと思う。海外で講演を行った時も「日本の記者クラブ制」に学生から質

問が出るほど海外からも日本の報道姿勢は異常だと思われているし、私自身もそれを近年強く感じるよう

になった。今、ネットで英文検索すれば（テーマにもよるが）日本語メディアよりも日本について深く的確に

取材している良い記事を見つける事ができる。競争力の面でも、技術力の面でも海外から置いて行かれ

ている。また、海外ニュースが圧倒的に遅い。（放送局社員） 

●一部の人々が正当なフリーランスを不当に排除しようとしていること。（新聞・通信社社員） 

●記者クラブでの会見などからメンバー外を疎外すること。取材人数の制限。報道に関するお願い(意向)

などの押し付け。（新聞・通信社社員） 

●労働組合が現政権に対する忖度の蔓延の問題で経営側をあまり糾弾しない事で、御用組合と化してし

まっていることが最大の危機であると感じる。ただ、報道の自主自律を守ろうとする気骨ある職員が少な
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からずいるのも事実で、今こそ他社の同じ思いを抱くジャーナリストと連携していく事が重要な局面にある

と感じる。（放送局社員） 

●「信なくば立たず」は報道機関も同じだが、存立基盤が急速に掘り崩されている。人々と報道機関、報

道各社、社内各セクションそれぞれを分断して都合よくコントロールしようとする動きに対し、連帯して抗う

必要がある。（放送局社員） 

●人事のありようや公共放送の意義をトップがミスリードしている今、中間管理職（労組未加入）もそのミ

スリードに踊らされざるを得ない。昨今、放送現場の中間管理職は、働き方改革のあおりを受けて、一般

職員が働けなくなった労働時間の穴埋めを背負い込んで徹夜、長時間労働を一手に引き受けているとい

う話も聞く。地方局などに行けば、管理職は圧倒的に少数派で「孤独」という側面もある。まず、中間管理

職を孤独・孤立や過重労働から救い出さなければ、報道の自由はないと思う。（放送局社員） 

●権力との距離について沈黙している労働組合は、もはや労働組合の態をなしていない。自浄作用もな

く、外部から追及されるべき。戦おうとした組合員がつぶされている。看過できない。（放送局社員） 

●報道業界が業界全体として、報道の自由を大切にし、公的機関にさらなる情報公開を求めるために団

結していく動きがない。（インターネットメディアの社員） 

 


